
取手市告示第６１号

取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱を次のように定める。

令和３年３月２５日

取手市長 藤 井 信 吾

取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は，住宅における再生可能エネルギーの導入促進を推進するため，

市内の住宅に住宅用太陽光発電システムを設置する者に対し，その費用の一部につ

いて，予算の範囲内において，取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金（以下

「補助金」という。）を交付することに関し，取手市補助金等交付規則（昭和４３年

規則第２３号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１）太陽光発電システム 太陽光の照射を受けて光エネルギーを電気エネルギーに

変換することにより発電された電力を生活に必要なエネルギーとして供給する

装置をいう。

（２）住宅 自ら居住するために用いる家屋（小規模な事務所，店舗その他これらに

類する用途を兼ねる家屋（居住部分の床面積が総面積の２分の１以上であるもの

に限る。）を含む。）をいう。

（３）低圧配電線 一般家庭用の単相３線式又は単相２線式の配電線をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付を受けることができる者は，次に掲げる要件の全てを満たす

者とする。

（１）太陽光発電システムを設置する住宅（以下「対象住宅」という。）に居住し，

又は太陽光発電システムの設置に係る工事（以下「対象工事」という。）が完了

する期日までに対象住宅に居住することが見込まれること。

（２）本人及び本人と生計を一にする者が市税を滞納していないこと。



（３）本人及び本人と生計を一にする者がこの要綱による補助金の交付を受けてい

ないこと。

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者に対しては，補助金

を交付しない。

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）及び同法第２条第６号に

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

（２）暴力団員が事業主又は役員となっている事業者

（３）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者

（４）前３号に掲げるもののほか，補助金を交付することが不適当であると市長が認

める者

（補助対象事業及び補助対象経費）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，太陽

光発電システムを住宅に設置する事業であって，次に掲げる要件の全てを満たす

ものとする。

（１）対象住宅が市内に存すること。

（２）対象住宅又はその存する土地の所有者が本人でない場合にあっては，当該対

象住宅等の所有者の承諾を得ていること。

（３）補助金の交付決定を受けた後に対象工事に着手するものであること。

（４）対象住宅が建て売りの場合にあっては，当該対象住宅の引渡しを受けていな

いこと。

（５）補助金の交付申請をする日の属する年度の２月末日を期限として，補助対象

事業を完了し，かつ，太陽光発電システムによる余剰電力の買取りに係る契約

を電気事業者と締結できること。

２ 前項の太陽光発電システムは，次に掲げる要件の全てを満たすものでなければ

ならない。

（１）太陽電池の最大出力の合計値（kW表示とし，小数点以下第２位未満は切り捨

てる。）が１０kW未満であること。ただし，増設等の場合においては，既設分を

含めて１０kW未満であること。

（２）電気事業者の低圧配電線と逆潮流有りで連係するものであること。

（３）未使用のものであること。

３ 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という）は，補助対象事業に

要する経費のうち，次に掲げるものとする。

（１）太陽電池モジュール及び附属機器の購入費

（２）架台及び附属機器の購入費

（３）パワーコンディショナ及び附属機器の購入費

（４）前３号に掲げる機器等の設置工事費

（補助金の額）



第５条 補助金の額は，１kW 当たり１万円の額に，太陽光発電システムを構成する太

陽電池の最大出力（太陽電池の最大出力が３kW を超えるシステムにあっては３kW

を限度とする。）を乗じて得た額とする。

２ 前項の規定により算定した額に１，０００円未満の端数が生じたときは，これを

切り捨てる。

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，取手市住

宅用太陽光発電システム設置補助金交付申請書（様式第１号）に，次に掲げる書

類を添えて市長に提出しなければならない。

（１）設置場所の案内図及び着工前の現状写真

（２）太陽光発電システムの設置計画図

（３）対象工事に係る工事請負契約書の写し

（４）補助対象経費の内訳書

（５）太陽光発電システムの形状及び仕様を確認できる書類

（６）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に規定する確認済証の写し又は同法

に規定する検査済証の写し

（７）住民票の写し（補助金の交付申請時において対象住宅に居住していない者を

除く。）

（８）市税を滞納していないことが証明できる書類

（９）その他市長が必要と認める書類

（補助金の交付決定）

第７条 市長は，前条の規定による申請を受けたときは，速やかにその内容を審査

し，必要に応じて現地調査を行い，補助金の交付の可否を決定するものとする。

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付を決定したときは取手市住宅用太陽光

発電システム設置補助金交付決定通知書（様式第２号）により，補助金の不交付

を決定したときは，取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金不交付決定通知

書（様式第３号）により，申請者に通知するものとする。

３ 市長は，必要があると認めるときは，補助金の交付に関し条件を付すことがで

きる。

（補助対象事業の変更等）

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）は，当該決定に係る補助対象事業の内容を変更し，又は中止するときは，

速やかに取手市住宅用太陽光発電システム設置計画変更（中止）承認申請書（様

式第４号）を市長に提出し，その承認を受けなければならない。

２ 市長は，前項の規定による申請を受けたときは，その内容を審査し，承認すると

きは取手市住宅用太陽光発電システム設置計画変更承認通知書（様式第５号）又は

取手市住宅用太陽光発電システム設置中止承認通知書（様式第６号）により，補助

事業者に通知するものとする。



（実績報告）

第９条 補助事業者は，太陽光発電システムに係る電力会社との電力受給を開始した

日（以下「完了日」という。）から起算して２か月を経過した日又は完了日の属する

年度の２月末日のいずれか早い日までに，取手市住宅用太陽光発電システム設置実

績報告書（様式第７号）に，次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならな

い。

（１）補助対象経費に係る領収書の写し

（２）太陽光発電システムの設置状態を撮影したカラー写真

（３）太陽光モジュールの製造番号・出力対比表及びシステムが未使用であることが

確認できる書類

（４）補助事業者と電力会社による電力受給契約書の写し

（５）住民票の写し（補助金の交付申請時において対象住宅に居住する見込みであっ

た者に限る。）

（６）その他市長が必要と認める書類

（交付額の確定）

第１０条 市長は，前条の規定による報告を受けたときは，速やかにその内容を審査

し，適当と認めたときは，補助金の交付額を確定し，取手市住宅用太陽光発電シス

テム設置補助金交付額確定通知書（様式第８号）により，補助事業者に通知するも

のとする。

（補助金の請求）

第１１条 補助事業者は，前条の規定による通知を受けたときは，取手市住宅用太陽

光発電システム設置補助金交付請求書（様式第９号）により，市長に補助金の交付

を請求するものとする。

（処分の制限）

第１２条 補助事業者は，減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵

省令第１５号）に定める法定耐用年数の期間内において，補助対象事業に係る太陽

光発電システムをやむを得ない理由により譲渡，交換，貸与その他の処分をしよう

とするときは，あらかじめ取手市住宅用太陽光発電システム設置財産処分承認申請

書（様式第１０号）を市長に提出し，その承認を受けなければならない。

２ 市長は，前項の規定による申請を受けたときは，その内容を審査し，承認すると

きは取手市住宅用太陽光発電システム設置財産処分承認通知書（様式第１１号）に

より，承認しないときは取手市住宅用太陽光発電システム設置財産処分不承認通知

書（様式第１２号）により，補助事業者に通知するものとする。

（補助金の交付決定の取消し）

第１３条 市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは，補助金の

交付の決定を取り消すことができる。

（１）虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

（２）補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。



（３）前２号に掲げるもののほか，この要綱の規定に違反し，又は市長の指示に従わ

なかったとき。

（補助金の返還）

第１４条 市長は，前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において，

当該取消しに係る部分に関し，既に補助金が交付されているときは，期限を定めて

その返還を命ずることができる。

（協力）

第１５条 市長は，補助対象者に対し，次に掲げる事項について協力を求めること

ができる。

（１）家庭における省エネルギー活動の実践

（２）太陽光発電，地球温暖化防止等に関するアンケート

（３）その他地球温暖化対策に関し市長が必要と認める事項

（その他）

第１６条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付について必要な事項は，市

長が別に定める。

付 則

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。



様式第１号（第６条関係）

年 月 日

取手市長 殿

申請者 住 所

氏 名

電話番号

取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付申請書

年度において取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱

第６条の規定に基づき，以下のとおり申請します。

□ 補助金の交付を受けるに当たり，当該年度及び過年度の市税の納付状況に

ついて，市が確認することに同意します。

設 置 場 所 取手市

設 置 区 分

□ 新 設 □ 増 設

□ 新築の住宅に設置

□ 既存の住宅に設置

□ その他

（ ）

太陽電池の最大出力 ｋＷ（小数点以下第２位未満切捨て）

太陽光モジュールメーカー

型 番

交付申請額 円

工 事 着 工 予 定 日 年 月 日

事 業 完 了 予 定 日 年 月 日



年 月 日

取手市長 殿

申請者 住 所

氏 名

電話番号

承諾通知書

年度取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付申請について，

申請者が法定耐用年数内における適切な管理義務を果たすことを条件に，対象

設備の設置を予定している土地・建築物の所有者である下記の者の承諾を得た

ので通知します。

記

土地・建物 所有者 氏名・住所

土地・

建物

所有者

氏 名
承
諾
印住 所

土地・

建物

所有者

氏 名
承
諾
印住 所

土地・

建物

所有者

氏 名

承
諾
印住 所



【添付書類】チェックリスト

提出書類を確認し，「レ」を記入してください。

□ 設置場所の案内図及び着工前の現状写真

□ 太陽光発電システムの設置計画図

□ 対象工事に係る工事請負契約書の写し

□ 補助対象経費の内訳書

□ 太陽光発電システムの形状及び仕様を確認できる書類

□ 建築基準法に規定する確認済証の写し（新築住宅の場合）又は同法に規定す

る検査済証の写し（既存住宅の場合）

□ 住民票の写し（補助金の交付申請時において対象住宅に居住していない者

を除く。）

□ 市税を滞納していないことが証明できる書類

□ その他市長が必要と認める書類

（ ）



様式第２号（第７条関係）

取 発第 号

年 月 日

様

取手市長

取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付決定通知書

年 月 日付けで申請のありました取手市住宅用太陽光発電シ

ステム設置補助金について，下記のとおり交付を決定しましたので，取手市住宅

用太陽光発電システム設置補助金交付要綱第７条第２項の規定に基づき通知し

ます。

記

交 付 決 定 番 号

交 付 決 定 日 年 月 日

交 付 決 定 金 額 円

完 了 期 限 年 月 日

補助金交付決定条件



様式第３号（第７条関係）

取 発第 号

年 月 日

様

取手市長

取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金不交付決定通知書

年 月 日付けで申請のありました取手市住宅用太陽光発電シ

ステム設置補助金について，下記のとおり不交付としましたので，取手市住宅用

太陽光発電システム設置補助金交付要綱第７条第２項の規定に基づき通知しま

す。

記

不交付の理由



様式第４号（第８条関係）

年 月 日

取手市長 殿

申請者 住 所

氏 名

電話番号

取手市住宅用太陽光発電システム設置計画変更（中止）承認申請書

年 月 日付け取 発第 号で交付決定を受けた取手市

住宅用太陽光発電システム設置補助金について，取手市住宅用太陽光発電シス

テム設置補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき，次のとおり申請いたし

ます。

交付決定番号

計画変更（中止）の内容

変更（中止）の理由



様式第５号（第８条関係）

取 発第 号

年 月 日

様

取手市長

取手市住宅用太陽光発電システム設置計画変更承認通知書

年 月 日付けで承認申請のありました取手市住宅用太陽光発

電システム設置事業の計画変更について，下記のとおり承認しましたので，取手

市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱第８条第２項の規定に基づき

通知します。

記

交付決定番号

計画変更承認日 年 月 日

計画変更承認の内容

計画変更承認条件

上記内容にさらに変更等が生じた場合，遅滞なく市長に報告し，承認を受け

ること。



様式第６号（第８条関係）

取 発第 号

年 月 日

様

取手市長

取手市住宅用太陽光発電システム設置中止承認通知書

年 月 日付けで承認申請のありました取手市住宅用太陽光発

電システム設置事業の中止について，下記のとおり承認しましたので，取手市住

宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱第８条第２項の規定に基づき通知

します。

記

交付決定番号

中 止 承 認 日 年 月 日

中 止 の 理 由



様式第７号（第９条関係）

年 月 日

取手市長 殿

住 所

氏 名

電話番号

取手市住宅用太陽光発電システム設置実績報告書

年 月 日付け取 発第 号で交付決定の通知を受けた

取手市住宅用太陽光発電システム設置工事が完了したので，取手市住宅用太陽

光発電システム設置補助金交付要綱第９条の規定に基づき，次のとおり報告し

ます。

添付書類

（１）補助対象経費に係る領収書の写し

（２）太陽光発電システムの設置状態を撮影したカラー写真

（３）太陽光モジュールの製造番号・出力対比表及びシステムが未使用であるこ

とが確認できる書類

（４）補助事業者と電力会社による電力受給契約書の写し

（５）住民票の写し（補助金の交付申請時において対象住宅に居住する見込みで

あった者に限る。）

（６）その他市長が必要と認める書類

補助金交付決定額 円

事 業 完 了 日 年 月 日



様式第８号（第１０条関係）

取 発第 号

年 月 日

様

取手市長

取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付額確定通知書

年 月 日付けで実績報告のありました取手市住宅用太陽光発

電システム設置補助金について，下記のとおり交付額を確定しましたので，取手

市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱第１０条の規定に基づき通知

します。

記

交付決定番号

補助金交付確定額 円



様式第９号（第１１条関係）

年 月 日

取手市長 殿

請求者 住 所

氏 名

電話番号

取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付請求書

年 月 日付け取 発第 号で交付額の確定のあった取手

市住宅用太陽光発電システム設置補助金について，取手市住宅用太陽光発電シ

ステム設置補助金交付要綱第１１条の規定に基づき，次のとおり請求します。

交付決定額 円

請 求 金 額 円

振込先

フ リ ガ ナ

口座名義人

銀行・農協

金庫・組合 店

預 金 種 目 普 通 当 座 そ の 他

口 座 番 号



様式第１０号（第１２条関係）

年 月 日

取手市長 殿

申請者 住 所

氏 名

電話番号

取手市住宅用太陽光発電システム設置財産処分承認申請書

補助対象事業に係る太陽光発電システムを次のとおり処分したいので，取手市

住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき，

申請いたします。

交 付 決 定 番 号

処 分 方 法

売 却 譲 渡 交 換 貸 与 廃 棄 担 保

その他

（ ）

処 分 の 時 期 年 月 日

処 分 の 理 由

処 分 の 条 件 等

※処分による収益

があった場合は，そ

の額を記載してく

ださい。



様式第１１号（第１２条関係）

取 発第 号

年 月 日

様

取手市長

取手市住宅用太陽光発電システム設置財産処分承認通知書

年 月 日付けで承認申請のありました取手市住宅用太陽光発

電システム設置に係る財産の処分について，下記のとおり承認しましたので，取

手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱第１２条第２項の規定に基

づき通知します。

記

交付決定番号

処分の時期

承認の条件



様式第１２号（第１２条関係）

取 発第 号

年 月 日

様

取手市長

取手市住宅用太陽光発電システム設置財産処分不承認通知書

年 月 日付けで承認申請のありました取手市住宅用太陽光発

電システム設置に係る財産の処分について，下記のとおり承認しないこととし

ましたので，取手市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱第１２条第

２項の規定に基づき通知します。

記

交付決定番号

不承認の理由


